2013道本部総合政策局発第64号

2012年11月2日

　　政治フォーラム会員
各　　地方本部執行委員長　　　様

　　　市町村単組執行委員長
自治労北海道本部

執行委員長　　山　上　　　潔

（自治体政策部）
脱原発社会に向けた意見書等の取り組みについて
　日頃からの職場・地域におけるご奮闘に対し心より敬意を表します。

　さて私たちは脱原発社会の実現を求めて、北海道平和運動フォーラムとの連携のもと進めているところです。
　つきましては、自治体における『意見書』採択について定例市町村議会における採択をめざし、次のとおり取り組みを進められますよう要請いたします。
なお、すでに採択されている自治体は、意見書の趣旨から提出は見合わせください。

記

１．意見書の採択に向けて

（１）実施期間　　各市町村における今年度内での議会での採択をめざします。
（２）実施方法　　地方自治法第99条による意見書の提出とします。

　　　　　　　　　　　意見書の様式（陳情表紙･理由書）はあくまでも一例です。自治体によっては、意見書のみの提出であったり、様式に違いがあるかとは思いますので、議会事務局等に確認の上、提出するようにお願いします。
（３）実施単位　　各市町村議会
　　　　　　　　　　　意見書は、議会議事運営委員会までに議会事務局に直接提出が主だと思います。その際、推薦議員などに協力を求めて説明などの協力をお願いし、推薦議員がいない場合は、そのまま議会事務局へ提出し議運判断として下さい。
（４）意見書　　別紙のモデル案を参考に各自治体の実情にあわせ作成をお願いします。
　　　　　　　　　　　提出者は、フォーラム地区連絡会代表委員名での提出としますが、約半数の自治体でフォーラム組織がありませんので、その場合は、ブロックフォーラム代表委員名で自治労単組役員からの提出をお願いします。

（５）進め方　　別紙１を参照してください。

２．報　告　　取り組み結果を3月1日（金）までに道本部自治体政策部まで、採択された場合は、そのコピーを添えて郵送もしくはFAXで報告をお願いします。
　　　　　　　　《送付先》　〒060-0806　札幌市北区６条西７丁目　自治労会館２階
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治労北海道本部　自治体政策部
　　　　　　　　《FAX番号》　011－700－2053
３．その他　　説明の参考資料については、作成次第後日送付いたします。

不明な点は、道本部自治体政策部（柳田・高田）まで連絡をお願いします。
以　上
　　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
脱原発社会に向けた意見書等採択・報告書
	単組名
	
	報告者名
	


	意見書の採択の有無
	有　　・　　無

	決議の採択の有無
	有　　・　　無


· 採択された場合は、有に○をされなかった場合は、無に○を記載して下さい。
	意見書採択日
	　　年　　　月　　　日


《報告期限》　2013年3月1日（金）必着
《報告先》〒060-0806　札幌市北区６条西７丁目　自治労会館２階
　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治労北海道本部　自治体政策部あて
　　　　　　　　TEL：011-747-3211　　FAX：011－700－2053
参考　「北海道平和運動フォーラムのとりくみ」＜情勢＞
1　泊原発の「再稼働」をめぐる情勢について
　　泊原発周辺では、「日本海から陸地にかけての166kmの活断層」や「西側60～70kmの活断層」、「敷地内の破砕帯」、この3つの活断層による地震・津波の影響が懸念されています。「166kmの活断層」では、「耐震安全性評価」において、建物などを損傷させる周期2秒以上の揺れで想定より強い加速度が検出されたため、「再評価」を繰り返してきました。保安院は「原子炉など重要施設の安全性に問題はない」という北電の解析結果を了承しましたが、「泊原発で想定される最大の揺れの大きさ（基準値地震動＝揺れの周期が0.02秒とごく短い時に想定550ガル）そのものが妥当かどうか」再検討を求めています。
また、「ストレステスト」の「1次評価」結果の不備も指摘されていますが、新たに発足した原子力規制委員会は、「（再稼働に向けた安全性の判断に関し）規制委の判断基準としてストレステストを採用しない」として、今後、新たな安全基準にもとづいて「再稼働」を判断するとしています。したがって、泊原発の「再稼働」は、今冬は困難とされ、早くとも来年7月以降ともいわれています。
一方、北電は10月12日、「2010年並みの厳寒になった場合でも、冬の供給予備率は5.8％」とし、日々の電力使用の変動分に備えた供給予備率3％を上回ることを明らかにしました。しかし、9月の「今年の冬は 2.9%～7.4%電力が不足する」と発表した際は、節電効果や供給強化策など一切見込んでない数字を出し、あえて需給を厳しくみせ、「電力不足」をあおり、「再稼働」に結び付けようとしています。
　　私たちは、こうした「過小評価」を許さず、「再稼働」阻止に向けたたたかいを強力に展開することが重要です。
２　大間原発をめぐる情勢について
政府は9月14日、「革新的エネルギー・環境戦略」で、①2030年代に原発ゼロ、また、②新増設はしないことを決定しました。しかし、当面は原発を「再稼働」させ、「核燃料サイクル」も継続するなど極めて矛盾したものとなっています。しかし、政府はこれすらも閣議決定しないなど、「原発ゼロ」を骨抜きにするものであり断じて容認できるものではありません。
電源開発（東京）は、10月１日、建設を中断していた大間原発の工事を再開しました。これは9月15日に、枝野幸男経済産業相が、「既に設置許可を与えている原発について、これを変更することは考えていない」として、「大間原発」の建設工事再開を容認する意向を示したことによるものです。
大間原発は、再処理後の危険なプルトニウムとウランの混合酸化物（ＭＯＸ燃料）を世界で初めて全炉心で燃やす「フルＭＯＸ」炉で、安全性に疑念があるものです。また、最短で23kmしか離れていない函館市では、「無期限凍結を求める決議」が市議会で全会一致で可決され、さらに函館市長は建設差し止め訴訟を起こす考えを表明しています。
私たちは、大間原発の建設工事再開は断じて容認できるものではなく、強く抗議し建設断念を求めていかなければなりません。

３　　幌延「深地層研究所計画」をめぐる情勢について
　　日本学術会議は9月11日、高レベル放射性物質の最終処分の計画について、「日本列島に安定した地層はない」「現在の最終処分計画の見直し」を提言しました。
しかし、幌延深地層センターでは現在最深部で約350ｍまで掘削がすすみ、5月には350ｍ調査坑道の換気立坑と東立坑を結ぶ坑道が貫通し、今後、放射性物質の放射能漏れを防ぐ人口バリアの研究が進むものと思われ、放射性物質の持ち込みが懸念されます。
また、幌延商工業者らが「最終処分場誘致の期成会」の準備をすすめているとされています。宮本幌延町長はこの間、町議会で「（国による高レベル処分地選定の『文献調査』の申し入れがあった場合）今後の検討課題である」「（深地層研地上施設について）三者協定に違反しないことで、できるものがあれば考える」と答弁しており、なし崩し的に幌延が最終処分地とされることが懸念されます。
　　候補地の選定などを担う原子力発電環境整備機構（NUMO）の専門家委員会の委員である日大の高橋正樹教授は、道東の「根釧海岸地域」など、火山活動や地殻変動の影響が地中に及びにくい国内3カ所を、「核のゴミ処分地」に「敵地」とする研究報告をまとめています。
私たちは、道の「核抜き条例」や「放射性廃棄物の持ち込みはしない」「研究終了後は、地上施設は閉鎖し地下施設は埋め戻す」「将来とも最終処分場としない」などの「三者協定」を順守させるとともに、道内すべての自治体において高レベル核廃棄物最終処分場の受け入れを拒否するたたかいをすすめることが重要です。
参考　　「脅威の変化」＜世界の情勢＞
冷戦が終わって世界はグローバル化と情報化の時代を迎え、「脅威」にも変化が起こっています。　例えば、米国が現在保有する核弾頭は、冷戦期に製造されたものが大部分であり、製造時に想定された設計寿命を既に大きく超えています。更に核戦力運用に当たる部隊や兵士の士気は著しく低く、人事上も低い扱いを受け、核爆弾を扱う専門兵士の離職が相次いでいるという状況で、核兵器の管理は米軍にとって大きな負担になりつつあります。

　現代の戦争は、無人機、サイバー戦、金融兵器（インサイダー情報、相場操縦、仮装売買等）が主流で、核に対する現実的な脅威は、原発を破壊するテロや小型スーツケースに入れた原爆によって放射能をまき散らすテロのほうが懸念されるところです。そこで２００９年に「核兵器なき世界」の実現を訴えるオバマ米大統領にノーベル平和賞が授与されたことに示されるように、核兵器廃止に向けて舵が切られたところです。

　核兵器の全廃には核兵器技術の廃止が必要となりますが、原発の主流となっている「軽水炉」は核兵器の原料を作れる技術でもあり、その実現には「軽水炉」の稼働は阻害要因となります。また、米国の原発産業の２大企業は、ゼネラル・エレクトリック（ＧＥエナジー）とウェスティングハウス（ＷＨ）ですが、いずれも２００６－０７年に日本企業に事実上売却されています。米国としてはこの時点で既に原発に見切りをつけています（儲かるのなら売却しない）。2012年7月30日付けのファイナンシャル・タイムズ紙には、ゼネラル・エレクトリック（ＧＥ）のジェフ・イメルト最高経営責任者が「原発を正当化するのは真に難しい。ガスはとても安く、いつかは、真に、経済の原理が支配する。だからガスと風力または太陽の何らかのコンビネーションを考える。これは世界中の大部分の国が目ざしているところだ」とインタビューで答えているところです。今後、核兵器の原料を作れない進行波炉やトリウム熔融塩炉等の原発であれば稼働していく可能性はありますが、「軽水炉」では難しい状況になっています。このような情勢のもと、日本では３．１１の福島第一原子力発電所の事故もあり、廃炉と推進が相克している状態にあります。
別　紙　１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2012年11月2日
自治体意見書提出の進め方
自治労北海道本部総合政策局
１．取り組みの目的
　自治体における責務は、地域住民の生命と財産を守ることです。原子力発電事故は、その影響範囲を避難区域にとどめず、広範な放射線による被害をもたらしています。北海道は、日本における食糧基地であり、ひとたび事故が起きると全道的な被害が想定できることから、北海道における全自治体での意見書の採択を目指すものです。
２．意見書提出の根拠
　　地方自治法99条に基づく議会による意見書採択を行い、以下の提出先に提出します。
	《意見書の提出先》
　内閣総理大臣、内閣官房長官、経済産業大臣


３．意見書提出の進め方
　　市町村議会への意見書の提出手順を「ある自治体での取り組み例」を紹介します。地域で推薦・協力議員が不在の場合でも取り組みを進めるように要請します。
　　　①　意見書を作成し、フォーラム地区連絡会に持ち込みます。（地区連絡会がない場合は、ブロックフォーラム代表委員名で提出する）
　　　②　意見書内容を地区連絡会（ブロックフォーラム）と協議して決定します。この際、自治労単組より内容の説明を行って下さい（道フォーラムからも指示が行きます）。
　　　③　推薦議員・協力議員に「説明参考資料」により説明員を調整します。いない場合は⑤のみでの対応。
　　　④　意見書を市町村議会議事運営委員会まで（市町村で相違します）に議会事務局に提出。提出にあたっては、表紙（押印したもの）や提出要旨などが求められます。
　　　⑤　提出時に議会事務局に「説明参考資料」により説明します。説明資料を渡しても良いかと思います。説明資料が未着の場合は、理由書による説明をお願いします。
　　　⑥　議事運営委員会において、推薦・協力議員に説明してもらい、本会議提案となるよう尽力頂きます。
以上、⑤までを議運の日程までに終了するように調整し、万が一のため事前に議会事務局に「いつまで提出したらよいか」を確認した方がよいかと思います。
　　説明資料は、作成次第後日送付いたします。
４．意見書の内容審査
　　自治体においては、議会事務局でのチェックが行われます。また、採択にあたって問題と思われる内容や表現には修正も入ります。全体の内容が網羅されていることが望ましいですが、無理な場合（判断は単組に任せます）は、記載事項の１番の内容が含まれていることを最低限として、採択をめざしてください。

５．その他
　　意見書の説明については、本書（進め方）の目的に記載していることが主な内容です。説明資料の作成が間に合わないことも想定されますので、その際は、単組役員による議会事務局への説明を「案内文」や「陳情理由」を参考にお願いします。できるだけ早期に送付いたします。
以　　上
○○市町村議会

　議　長　　○　○　○　○　　様

泊原発１，２号機の再稼働の断念などを求める
陳情書

（住　所）
（団体名）
（役職・氏名）　　　　　　　印
泊原発１，２号機の再稼働の断念などを求める陳情書

【要　旨】
３月１１日に発生した東日本大震災により福島第一原子力発電所は、原子力史上最悪の事故を招きました。この事故は、原子力の『安全神話』に偏った対応による『人災』と言っても過言ではありません。
福島第一原子力発電所の事故を教訓に、人体や自然に多くの影響を及ぼす放射性物質を大量に放出する原子力発電を見直す必要があります。

よって、別紙の意見書を貴議会において、採択されますようお願いいたします。

【理　由】
　福島第一原子力発電所の事故で東京電力は、「津波による電力供給停止」をその原因に挙げていますが、「炉心溶融」や水素爆発、放射性物質の大量漏洩からも「地震による事故」が明らかになりつつあります。さらに、放射性物質の影響による風評被害は、被災地復興にも大きな影響を及ぼしています。

　「核の平和利用」を名目にこれまで日本における原発は５４基も作られています。国では、今回の事故を受け「エネルギー政策」の見直しに着手すると言及していますが、国や経済界は、「経済の停滞や電気料の値上げ」などを理由に、原発の早期稼働をめざしています。
また、原子力発電所で出される『核のゴミ』についても、現在は処分できずに現在も増え続け、多くの地域で不安の中での生活を余儀なくされている現状が続いています。日本学術会議は9月11日、高レベル放射性物質の最終処分の計画について、「日本列島に安定した地層はない」「現在の最終処分計画の見直し」を提言しています。原子力発電は、放射性廃棄物の最終処理方法を確立しないままに進められてきました。
　自治体の任務は、地域住民の生命と財産を守ることが使命であり、安心と安全な生活空間を提供することと考えます。今もなお、放射性物質による影響地域では多くの地域住民が避難生活を強いられている現状からも、地域住民の生命と生活を守るために、一日も早く廃棄物処理が未解決でもある原子力発電所の停止が必要です。そのために、安定した電力供給を確保するためにも自然エネルギーの開発と推進に早期に着手して可能な限り拡充していく必要もあります。
平成　　年　　月　　日

○○議会議長　　○　○　○　○　様

（住所）
（団体名）
（役職・氏名）　　　　　　　　　　　　印
泊原発１，２号機の再稼働の断念などを求める意見書(例)

政府は9月14日、「革新的エネルギー・環境戦略」で、①2030年代に原発ゼロ、また、②新増設はしないことを決定しました。しかし、当面は原発を「再稼働」させ、「核燃料サイクル」も継続するなど極めて矛盾したものとなっています。

さらに、枝野幸男経済産業相が、「既に設置許可を与えている原発は変更しない」として、「大間原発」の建設工事再開を容認する意向を示したことから、電源開発（東京）は、10月１日、建設を中断していた大間原発の工事を再開しました。
泊原発においては、周辺の日本海から陸地にかけて166㌔の活断層でＭ8.5の地震が起きたことを想定した「耐震安全性評価」において、建物などを損傷させる周期２秒以上の揺れで想定より強い加速度が検出されました。保安院は「原子炉など重要施設の安全性に問題はない」としいう北電の解析結果を了承しましたが、「泊原発で想定される最大の揺れの大きさ（基準値地震動）そのものが妥当かどうか再検討を求めています。また、専門家からは、原発から最短１５㌔沖に長さ60～70㌔の活断層の存在も指摘されています。

こうした中での「再稼働｣は、まさに崩壊したはずの「安全神話」への逆戻りと言えます。よって、政府および北海道知事においては、泊原発の再稼働について下記の事項を強く要望します。
【提出先】　内閣総理大臣、内閣官房長官、経済産業大臣、原発事故担当大臣

　　　　　　北海道知事

（大間原発の意見書には、青森県知事追加）
１．泊原発１，２号機の再稼働を断念すること。

（原子力規制委員会による福島第一原発事故を踏まえた新たな安全基準による　安全性が確認されるまで、泊原発１，２号機の再稼働を容認しないこと。）

　２．大間原発の建設工事を中止すること。

　以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出します

○　○市町村議会

【提出先】内閣総理大臣、内閣官房長官、経済産業大臣
高レベル放射性廃棄物の最終処分場の受け入れ拒否に関する決議(例)

幌延深地層研究所計画をめぐっては、北海道は「放射性廃棄物の持ち込みは受け入れ難い」との条例を制定し、道および幌延町、原子力機構（旧核燃機構）は「研究のみ」として「放射性廃棄物や放射性物質を持ち込まないし使用しない」「研究終了後は埋め戻す」との協定を締結しています。

　しかし、国は、北海道を含む複数の自治体に対して、処分場確保に向けた「文献調査」を申し入れようとしています。

日本学術会議は9月11日、高レベル放射性物質の最終処分の計画について、「日本列島に安定した地層はない」「現在の最終処分計画の見直し」を提言しました。

　原子力発電は、放射性廃棄物の最終処理方法を確立しないまま強引にすすめられてきました。原発が出る高レベル放射性廃棄物の最終処分は、「１０万年間の監視が必要な危険な核廃棄物を安全に保管できるのか」「そこに核廃棄物が存在することを後に世代に知らせることができるのか」といった答えを持たずにすすめられています。

今後、深地層研究計画を変質させ、幌延周辺や道北地域、そして道内をなし崩し的に最終処分場にされる危険性があります。

よって、○○市（町・村）としては、高レベル放射性廃棄物の最終処分場に関わり、「核抜き条例」や「三者協定」にもとづき、下記の事項を決議します。

１．北海道の「核抜き条例」にもとづき、高レベル放射性廃棄物の最終処分場は受け入れないこと。

２．国の高レベル放射性廃棄物最終処分場に関わる「文献調査」の申し入れについては受け入れないこと。

　　　　　年　月　　日

○　○市町村議会

